
大規模成長投資補助金

補助対象者

補助対象要件

補助対象経費

事業期間

予算額

補助上限額

50億円

補助率
中堅・中小企業が、持続的な賃上げを目的として、
足元の人手不足に対応した省力化等による労働生産性の
抜本的な向上と事業規模の拡大を図るために行う工場等
の拠点新設や大規模な設備投資に対する補助

大規模成長投資補助金の概要

中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の

中堅・中小企業（常時使用する従業員数が2,000人以下の会社等）※ 単体ベース

※ 一定の要件を満たす場合、中堅・中小企業を中心とした共同申請（コンソーシアム形式）も
　 対象となります
※ みなし大企業や実施する補助事業の内容が農作物の生産自体に関するものなど1次産業を主
　 たる事業としている場合は補助対象外です

※ 建物費は生産設備等の導入に必要なものに限られます
※ 土地代は対象外

※ 事業期間は、最長で2026年12月までとする予定です

※ 令和5年度補正予算1,000億円

※ 持続的な賃上げを実現するため、補助金の申請時に掲げた賃上げ目標を達成できなかった場合、
　 未達成率に応じて補助金の返還を求められます
  （天災など事業者の責めに帰さない理由がある場合は対象外。事業名は公表されません）

② 補助事業の終了後3年間の対象事業に関わる従業員1人当たり給与支給総額の伸び率(年平均
成長率)が、事業実施場所の都道府県における直近5年間の最低賃金の年平均成長率以上

① 投資額10億円以上（専門家経費・外注費を除く補助対象経費分）

建物費
ソフトウェア費・外注費

・機械装置費 ・専門家経費・（拠点新設・増築等） （器具・備品費含む）

3,000億円総額

3年以内交付決定日から （補助事業終了後の賃上げのフォローアップは3事業年度分）

（令和8年度までの国庫債務負担含む）

2024年3月上旬

事務局コールセンター開設 1次審査 … 事業計画
2次審査 … プレゼン

以降順次、交付決定

4～5月頃 5～6月頃 6～7月頃

1次公募開始 1次公募締切 審査 採択発表

スケジュール

概要



支援費用

審査のポイント

電子申請サポートについて ： ご訪問での対応の場合は10万円(税抜)、遠方対応の場合は別途3万円(税抜)が必要となります
ご契約時に100万円をお預かり致します。採択時は成功報酬に充当し、不採択時は全額返金致します
既定エリア外でご支援させていただく場合は、電子申請サポートの遠方対応とは別途3万円（税抜）を頂戴致します
ご解約となった場合、解約金：100万円が発生致します（預り金を頂戴している場合は預り金を充当させていただきます）
成功報酬は下限3,000万円(税抜)、上限は別途ご案内させていただきます
弊社サービスはあくまでも申請書作成支援であり、作成代行ではございません

※1
※
※
※
※
※

初回相談 着手金・

無料
報酬金

交付
決定額の （税抜）８％

交付
決定額の （税抜）５％

交付
決定額の （税抜）３％

本資料で提供する情報等に関して掲載時に細心の注意を払っておりますが、弊社はその正確性、有用性、確実性その他いかなる保証もするものではありま
せん。本資料のご利用により万一何らかの損害が発生したとしても、弊社が一切責任を負うものではありません。また、本資料の記載内容を予告なしに変
更または中止することがありますのでご了承ください。本資料は、中堅・中小成長投資補助金事務局より公表された公募要領に基づいて作成しており、公
募要領が発表された場合、変更する可能性があります

HP
front@kitahamagm.co.jp

https://kitahamagm.co.jp/

東京本社03-6362-4711
東京都千代田区大手町2-6-4  
TOKYO TORCH常盤橋タワー23F

大阪本社06-7177-0090
大阪市北区梅田1-13-1 
大阪梅田ツインタワーズ・サウス26F 

記載の情報は、2024年3月4日時点のものです。内容は予告なく変更する場合がございます

経営力

先進性
成長性

地域への
波及効果

大規模投資
費用対効果

実現可能性

経営戦略上の補助事業の位置付けを踏まえ、補助事業を通じて企業自身の持続的な成長に
つながることが見込まれるか

製品・サービスや生産方式等は、自社の優位性が確保できる差別化された取組か

企業規模(収益規模)に応じたリスクをとった大規模成長投資であるか

従業員1人当たり給与支給総額、雇用、取引額の増加等、地域への波及効果が見込める取組か●

労働生産性の抜本的な向上が図られ、当該事業における人手不足の状況が改善される取組か

生み出される付加価値額や売上高・賃金の増加分が相対的に大きな取組か

補助事業に関連する製品・サービス等の売上高が、当該事業の市場規模の伸びを上回る成長が見込まれるか

従前よりも一段上の成長・賃上げを目指す等、企業の行動変容が示されているか

製品・サービスのユーザー、市場及び規模が明確で、市場ニーズの有無を検証できているか

政策目的に合致した取組であり、かつ、

補助事業の事業化に向けた

補助事業に必要な資金・体制等が十分確保されているか

課題設定・解決方法・スケジュールが適切に見込まれているか

長期ビジョン／外部環境・内部環境の認識を踏まえた事業戦略／成果目標・経営管理体制

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

リーダーシップの発揮により、地域企業への波及効果・連携による相乗効果が見込まれるか●

（税抜）5万円
オンライン

対応

電子申請サポート ※1

3億円以下 3億 10億1円以上 円以下 10億 50億1円以上 円以下


